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「地域医療構想の策定後の実現に向けた取組」における 

地域医療構想調整会議での議論の進め方について 

 

 

「地域医療構想策定ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）の「議論

の進め方」に沿って、i～iv の４つのステップ（ガイドライン 39～40 頁、参考資

料３）について、補足として、以下のような取組の例を整理した。 

この中で、i「地域の医療提供体制の現状と将来目指すべき姿の認識共有」を進

めるにあたり、都道府県においては、厚生労働省から提供されたデータブック等

の情報を元に、地域の現状について整理分析し、地域医療構想調整会議での議論

が円滑に進むようにすることが求められる。 

なお、地域医療構想策定の過程においても、これらに準じた議論を進めること

が重要となる。 

また、実際の調整会議の進め方は、地域の実情に応じて決定されるべきであり、

必ずしもこのとおり行うことを求めるものではない。 

 

 

１．基本的な考え方 

地域医療構想の策定において、都道府県は、一般病床及び療養病床に係る高度

急性期、急性期、回復期及び慢性期の将来における必要病床数（病床の必要量）

の推計だけではなく、地域における各医療機関の機能や人員体制等を踏まえた課

題の抽出とともに、あるべき医療提供体制の実現に向けた施策について、住民を

含めた幅広い関係者で検討し合意形成を行うことが重要である。 

また、策定後においては、地域医療全体を俯瞰した形で実現に向けた取組を進

めていくことが基本となる。さらに、より実効性を高めるためには、取組の進捗

を定期的に評価し、必要に応じて取組の見直しを図るなど、ＰＤＣＡサイクルを

効果的に機能させることが必要となる。 

 

 

２．地域医療構想調整会議での議論の進め方についての例示 

 

ⅰ 「地域の医療提供体制の現状と将来目指すべき姿の認識共有」 

 

例えば、以下に挙げる医療提供体制の現状、病床区分ごとの将来の医療需要と

必要病床数（病床の必要量）について、関係者で共通の認識を持つ。 

 

第 1 4 回 地 域 医 療 構 想 策 定 
ガイドライン等に関する検討会 
平 成 2 8 年 ３ 月 1 0 日 
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① 将来の推計人口 

人口増減（推計幅も含めて）、少子化・高齢化率の変化、単身世帯の割合など

が、将来（2025 年から 2040 年まで含めて）の医療ニーズを推測する基礎データ

となる。これらから想定される具体的な住民のくらしにも着目することも重要と

なる。 

 

② 医療圏の現在の病床数・診療所の数及びその位置 

現在の医療機関の位置をマッピングし、交通事情や人口の分布等と合わせて医

療へのアクセス等を確認する。 

 

③ 医療従事者数の配置状況 

診療科ごとの医師または医療従事者の配置状況を把握する。医師等については、

非常勤勤務による職務分担が行われている現状も医療提供体制を把握する上で重

要となると考えるが、把握・分析が難しい場合にはこの限りではない。 

 

④ 地域において不足する医療機能の把握 

ＮＤＢを用いた分析で、二次医療圏又は構想区域単位で不足する医療機能を把

握する。都道府県に提供している医療計画作成支援データブックの中の「医療圏

内患者の受療圏の把握及び地域医療指標の評価」ツールでは、圏域の診療行為ご

との医療の提供状況を他の圏域と比較したり、患者の地域間の流出入や自己完結

率を把握したりすることが可能である。特に、緊急性を要する脳卒中や急性心筋

梗塞などの疾患と長期の療養やリハビリが必要な疾患ごとに検討することで、医

療提供体制の概要を知ることができる。（事例１、２） 

 

⑤ 病院間の診療実績の比較 

公開されているＤＰＣデータや病床機能報告（※）から、病院ごとの機能の評

価及び比較が可能である。ＤＰＣデータの分析に際しては、ＤＰＣ非参加病院が

担う機能の把握に留意が必要である。（事例３） 

※ 病院の報告に基づく項目とＮＤＢから電子的に収集される診療内容につい

ての情報が病院ごとに集計されている。 

 

⑥ 疾患ごとのアクセス時間 

都道府県に提供している医療計画作成支援データブックの中の「アクセスマッ

プと人口カバー率」及び「救急車搬送入院分担エリア地図」ツールでは、疾病別

にその診療行為が行われる医療機関までのアクセス時間をマッピングできる。

「救急搬送分析」ツールからも二次医療圏単位で救急車搬送状況を比較できる。

（事例４－１、４－２） 
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⑦ 在宅医療と介護サービスとの提供体制 

都道府県に提供している医療計画作成支援データブックの中の「電子データブ

ック」の「在宅医療」の項目や、地域包括ケア「見える化」システム（厚生労働

省ホームページ）、地域医療情報システム（日本医師会）などから、在宅医療の

提供医療機関の数や介護サービスの設置状況が把握できる。 

 

なお、医療計画作成支援データブックの中の「電子データブック」では、医療

計画において記載することになっている５疾病５事業及び在宅医療に係るおよそ

400 の指標を見ることができる。 

 

 

ⅱ 「地域医療構想を実現する上での課題の抽出」 

 

ガイドラインでは、「地域の医療提供体制の現状を踏まえ、地域医療構想を実現

していく上での課題について議論」することが求められている。例えば、次の課

題例について議論することが必要と考えられる。 

 

① 診療科や主要な疾患に対する医療提供体制の確保 

【課題の検討案】 

医療機関の配置の現状、医療従事者の供給体制、医療機関へのアクセス状況

に変化が見込まれる場合、今後の在り方を慎重に検討する。単に、○○を充実

させるというような提言ではなく、具体的、現実的な議論を行い、例えば、特

定の地域の医療機能に偏在があり、医療提供体制の確保に支障が生じている場

合、より広域な圏域内での連携強化により解決するなどの対応策を検討する。 

 

② 地域で複数の医療機関が同様の機能を担い、近接している場合 

【課題の検討案】 

住民の理解を得ながら、医療機能の分化及び連携のあり方及びより質の高い

医療提供体制の構築に向けた議論を行う。ただし、病床や機能の転換は経営的

な影響が大きく、経営面での配慮を丁寧に行う必要がある。 

 

③ 医療圏での救急搬送時間や疾患ごとの病院までのアクセス時間が長い場合 

【課題の検討案】 

交通事情の変化、例えば、高速道路の整備計画やドクターヘリなどその他の

搬送システムの整備なども合わせて検討する。 
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④ 医療従事者の確保等 

【課題の検討案】 

地域医療支援センターにおける事業に加え、さまざまな関係者の取組を合わ

せて複合的に医療従事者の不足に対応する。医療機関の集約化と連携などによ

る効率的な医療従事者の働き方について、将来のあり方も議論する。また各医

療機関の取組として、多職種の連携による業務効率化も人手不足感の軽減には

役立つ。なお、ボランティアを初めとした地域の協力を得ることで医療機関の

活性化に資することも期待されることから、幅広い活動について検討を重ねる。 

 

⑤ 地方自治体の取組体制や人材育成の必要性 

 【課題の検討案】 

地域医療構想の策定・進捗評価等にあたっては、ＮＤＢやＤＰＣデータを

活用するための専門知識が必要である。また、都道府県において策定する医療

計画と、市町村において策定する介護保険事業計画との整合性を図り、総合的

な企画立案を行うためには、複数の担当部局を巻き込んだ取組体制の充実強化

が必要不可欠であると考えられる。さらに、住宅政策やまちづくりまでを含め

た取組を検討するなど、より広範囲の連携が重要になる。また、保健所を始め

とする公衆衛生を担う人材には、これまで以上に地域の調整を行う役割を拡大

していく事が望まれる。 

 

上記①～⑤をはじめ、医療資源の分布、人口密度、地勢など、地域の実情は

様々であり、特定の病棟や病床の機能を無理に特定の類型に当てはめようとする

だけでは、地域の実情に合わなくなる。数字だけの議論にとどまらず、地域の課

題を十分に議論し、地域にとって最も適した計画を策定することが望ましい。ま

た、将来のあるべき医療提供体制を実現するための施策の基本的考え方（ガイド

ライン 24～25 頁）も参考に、地域の医療ニーズや地域包括ケアに対応する関係者

が多岐にわたることも踏まえ、幅広い視点で地域医療を捉えることが適当である。 

さらに、より実効性を高めるためには、取組の進捗評価を定期的に実施し、必

要に応じて施策の見直しを図るなど、ＰＤＣＡサイクルを効果的に機能させるこ

とが必要となる。 

 

 

iii 「具体的な病床の機能の分化及び連携の在り方について議論」 

 

ガイドラインには、「病院関係者等の関係者の間で、不足している機能の充足の

ため、各病院等がどのように役割分担を行うか等について議論」することが求め

られている。「i 地域の医療提供体制の現状と将来目指すべき姿の認識共有」及

び、「ii 地域医療構想を実現する上での課題の抽出」についての議論を踏まえ、
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さらに、次のような手順で、丁寧に将来の在り方について議論することが必要で

ある。 

 

 

① 各医療機関の病床機能の地域での位置付けの把握 

病床機能報告制度や上記 i に挙げたさまざまな情報源等により、各医療機関

の病棟毎、又は病院としての機能について、地域における位置付けを把握する。 

 

② 各医療機関の役割分担の明確化 

住民にとってわかりやすい医療機関の役割分担を地域で実現することで、急

性期から慢性期までの切れ目のない医療提供体制の実現につながると考えられ

ることから、このような取組を行う際には、医療機関だけではなく、保険者や

関係者を巻き込んで、患者・住民への啓発に取り組むことが必要である。 

 

③ 在宅医療や介護サービスの利用度や整備状況の共有 

在宅医療の体制や介護サービスの充実度合いを把握しつつ、現状の受療動向

に捕らわれることなく、現実に入院受療が必要と考えられる医療需要を評価す

ることで、適切な病床の利用が実現すると考えられる。 

 

 

iv 「地域医療介護総合確保基金を活用した具体的な事業の議論」 

 

上記 iii で議論した事項を実現するために必要な具体的事業として、各都道府

県の地域医療介護総合確保基金を活用した事業を参考に挙げる。 

 

① 病床の機能分化・連携に関する事業 

・回復期病床等への転換や地域リハビリテーション機能・地域連携の強化等のた

めの施設整備事業 

・地域の医療資源を有効に活用し、患者に質の高い医療を提供できる体制づくり

を促進するために、医療機関等が行う医療情報連携システムの導入に対する助

成事業  等 

 

② 居宅等における医療の提供に関する事業 

・病院関係者に在宅看取りを含めた在宅医療・療養についての知識を普及し、入

院早期からの在宅移行の支援、円滑な在宅移行に向けた体制の構築を図る事業 

・在宅医と在宅医療未経験医師によるグループ診療の実施、訪問看護ステーショ

ンと医療機関の看護師の相互交流研修の実施等、人材育成を図る事業 

・市町村による在宅医療と介護の連携拠点機能の整備が促進されるよう、市町村
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を対象としたセミナー等により、広域的な視点から支援を行う事業   

・医療麻薬、無菌製剤、医療材料の調達・供給・管理を行う在宅医療推進のため

の 24 時間対応可能な在宅訪問薬剤師支援センターや在宅支援拠点薬局の整備

及びその運営を行う事業 

・在宅歯科において医科や介護等の他分野とも連携を図るための窓口を設置する

ことにより、地域における在宅歯科医療の推進及び他分野との連携体制の構築

を図る事業  等 

 

③ 医療従事者の確保・養成に関する事業 

・医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全を図るため、各医療機関

におけるＰＤＣＡサイクルを活用した計画的な勤務環境改善に向けた取組を行

う仕組み（勤務環境改善マネジメントシステム）の構築を支援する事業 

・出産、育児等により職場を離れた女性医師の再就業のための相談窓口の設置や

復職研修の実施等を行う女性医師等就労支援事業 

・医療機関に勤務する卒後１年目の新人看護職員に対する臨床実践能力の向上

と早期離職防止を図るための研修事業  等  
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